
経営と経済第77巻第4号1998年3月

1986年税制改革法における財政連邦主義と包括的所得税論

－財務省の州・地方税控除廃止論の批判的検討－
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Abstract

 This paper reviews issues with analysis put forth in the Treasury ‡T

(1984), Treasury ‡U (1985), and in congressional testimony, which

has argued for the repeal of the nonbusiness state and local taxes deduc-

tion for itemizing taxpayers. In offering several arguments in support

of its repeal, the Treasury Department has denied the deductibility on

the basis of the two basic rationales; that is, the deduction is not

necessary to define the federal income tax base properly under the

ideal fiscal federalism, and the deduction cannot be justified on the

rate-limiting rationale under the rate reduction proposal.

 But, it arrives at the consistency with the proper treatmnet of the state

and local taxes under the comprehensive income tax by substituing the

marble cake type federal system with the layer cake type federal

system. By identifying issues behind the justification for eliminating

the deductibility, this analysis suggests that the Treasury's arguments

for repealing the deductibility has several policy implications; reducing

the total business tax burden, reducing the size of government at all

levels, and using the revenue for the federal income tax rate reduction.
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経営と経済

1986年税制改革法 (TaxReform Act of 1986)のたたき台となった「公

正，簡素，ならびに経済成長のための税制改革一大統領に対する財務省報

告一一 (TaxReform for Fairness， Simplicity， and Economic Growth 

-The TmsuryDepartmnt Report to the pmident-m(1984年11月)

〔以下，財務省 I) と「公正，成長，ならびに簡素のための議会に対する大

統領提案 (ThePresident's Tax Proposal to the Congress for Fairness， 

Growth，and SimplicidJj(1985年5月)(以下，財務省II)以降， 1986年税

制改革法の審議過程において大きな争点のーっとなったものに，連邦個人所

得税における州・地方の非事業課税控除 (deductionfor nonbusiness state 

and local taxes) (以下，州・地方税控除)の廃止提案がある。 1986年税制

改革法以前において，連邦個人所得税の項目別控除者は，営業・事業活動や

所得を生み出すその他の活動に伴って発生したか否かに関係なく，川|・地方

所得税，州・地方不動産税，州・地方動産税，州・地方一般売上税に対する

控除を認められていた。これに対して，財務省Iと財務省Eは，連邦個人所

得税の算定において州・地方所得税，財産税，売上税に対する全ての控除を

廃止することを提案した。しかし，その後の下院案では，既存の州・地方税

控除の全てが維持され，上院案では，所得税，財産税に対する控除を現行法

通り維持し，売上税控除を州所得税超過額の60%に制限することが盛り込ま

れた。そして，最終的に， 1986年税制改革法では，売上税に対する控除だけ

が廃止されることになった。

財務省 Iから1986年税制改革法にいたる聞の州・地方税控除を巡る議論の
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対立の直接的原因は，財務省E作成段階で， J. A. Baker財務長官と R.Dar-

man財務副長官 (DeputySecretary of the Treasury)が，州-地方税控除

の廃止を財務省 Iで否認された租税優遇措置の一部を復活させるための財源

として位置づけ，財務省Eを可決に導くための議会戦略の一部としたことに

ぁぷ財務省Iの作成における C.E.M山 re，Jr.と R.A. Pear1man(租税政

策担当次官補 (AssistantSecretary for Tax Policy))の強い影響力は， J. 

A. BakerとR.Darmanが政治的現実を反映させるように財務省 Iを組み替

える段階で削ぎ取られていった。財務省E作成に際して， J. A. BakerとR.

Darmanは，税制改草という体裁をひどく損なうことなく，どの優遇措置を

維持でき，圧倒的に強力な利益集団の反対を被らずに，どの優遇措置を廃止

できるか，という観点から財務省 Iの見直しを図り，財務省 I全体の精巧な

合理性を簡単に無視していった。財務省E作成において，彼らは，実質費用

回収制度 (RealCost Recovery System: RCRS)の修正，退役軍人給付非課

税措置の存続，キャピタル・ゲイン優遇措置の存続，健康保険給付の免税措

置の存続，ならびに石油・ガス関連産業の優遇措置の存続を， Reagan大統

領が強く支持する個人所得税最高限界税率の35%以下への引き下げと両立さ

せる財源のーっとして，州・地方税控除の廃止を位置づけ，そのことによっ

て，歳入見積もりの辻棲を合わせることを決定した。そして，州・地方税控

除が及ぼす便益の地域間格差を利用して，ニューヨーク州対残りの州の対立

に持ち込めば，自分らの税制改革案が議会の承認を得る可能性が高まると考

えた。州・地方税控除の廃止に対する J.A. BakerとR.Darmanのこうし

た姿勢が，その後の議会審議過程での州・地方税控除廃止案の命運を政治的

に規定したのである。

しかし，租税理論の側面から1986年税制改革法成立過程における州・地方

税控除廃止論を巡る意見の対立を捉えると，財務省 1，財務省IT，議会証言

で財務省が展開した州・地方税控除廃止論が，その存在をそれまで支持して

きた議会や財務省内の主張を十分な形で覆すことができなかった点に対立の
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根本的な原因がある，と考えられる。すなわち，究極的には，州-地方税控

除廃止論に関する意見の対立は，川、|・地方税控除に対する基本的な合理性の

欠如と，それらを否認する財務省 Iや財務省Eの理論的な前提に含まれる

問題を反映したものであった，と考えられる。それまで州-地方税控除に

対しては，課税所得の適切な算定に不可欠な措置とする考えと，財政調整

(fiscal coordination)を容易にするのに必要な措置とする考えの全く異なっ

た2つの根拠が与えられてきえ:州・地方税控除の第 1の根拠は，多段階の

政府制度では，ある段階の政府に支払われた税の控除は，少なくとも一つの

他のレベルの政府に対する個人の支払い能力の尺度の不可欠な部分で、あり，

個人の課税所得を適切に測定するために必要である，というものである。こ

の考えに基づけば，州・地方税として支払われた額は個人の連邦税支払い能

力を低下させるので，その支払いに対する控除を認め，連邦所得税ベースか

ら取り除くことが要求される。したがって，この考えのもとでは，州・地方

税控除は租税経費ではなく，課税ベースの適切な算定にとって必要な調整で

ある，ということになる。 1977年に公表された「基本的税制改革のための青

書 (Blueprintsfor Basic Tax Reform) J (以下，ブループリント)はこの立

場をとっており， I州・地方政府への支払いは，支払いと受益の間に合理的

な対応関係がある場合を除けば，課税ベースから除外されるのが一般原則と

なる。一…・・・・(所得税は一筆者)支払いを行う者が消費や蓄積に利用でき

る資源を減ずるので，控除されるのが適切である3と州・地方所得税控除
の維持を提案している。

第2の根拠は，州・地方税控除は，適切な連邦所得税ベースを定義するの

に不必要であっても，連邦制における財政調整を容易にするのに必要であ

る，というものである。すなわち，この考えでは，あるレベルの政府に支払

われた税額を別の政府の課税所得から控除することは，独立して運営される

政府が特定の人に過度に高い税率を課す危険性を緩和し，地域聞の税負担の

大きな違いによって作り出される経済的非効率を緩和するのに必要な措置と
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いうことになる。したがって，この課税制限の根拠 (tax-limitingrationale) 

に基づけば，連邦個人所得税における州-地方税控除は，個人の連邦個人所

得税支払い能力の尺度の一部ではなく，租税経費ということになる。 1986年

税制改革法以前の内国歳入法第164条 (section164)の骨格は， 1964年歳入

法 (RevenueAct of 1964)で規定された。その際，議会は，州・地方所得

税控除を提供できなければ，連邦と州・地方を合わせた所得税負担は極度に

重いものになるとして，第2の根拠に基づいてその存続を支持した。このこ

とを反映して，実際に，連邦レベルでの外|・地方税控除は公式の連邦租税経

費予算に含まれている。

以上のような川|・地方税控除に与えられてきたそれまでの根拠に対して，

財務省I及び財務省Eは， (1)州・地方税控除は連邦所得税ベースを正確に定

義するのに必要なく，租税経費を意味し， (2)租税経費と考えられる控除は経

済的考慮に基づいても正当化されない，と結論づけた。本稿は，この財務省

I及び財務省Eの結論を財政連邦主義と包括的所得税論の観点から検討する

ことで，そこに内包されている州・地方税控除廃止論の論理的問題点を抽出

し，財務省I及び財務省Eの州・地方税控除廃止論に暗示的に含まれている

政策的インプリケーションを租税理論の側面から提供しようとするものであ

る。

本稿の構成は以下の通りである。1.では，財務省 1，財務省IT，ならび

に議会証言で州-地方税控除廃止論を展開した財務省の主張を， R. A. 

Pearlman及びc.E. McLure， ]r.の主張で補完しながら検討する。 2.では，
財務省の主張のモデルとなった R.A. and P. B. Musgraveの理想的財政連

邦主義モデル及び所得再分配を目的とした能力税の連邦政府による実施を主

張した H.C. Simonsの包括的所得税ベースの定義から導き出される州・地

方税の取扱いを議論し，それらに基づく限り，州・地方税控除廃止論に必然

的に帰結することを指摘する。 3.では 2.で議論した財政連邦主義モデ

ルと現実との講離を検証することで，財務省の州・地方税控除廃止論の問題
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点を明らかにする。最後に，理想的な財政連邦主義モデルと包括的所得税論

から引き出された財務省の州・地方税控除廃止論には，法人関連税の全体的

負担水準の引き下げ，全政府レベルの規模の縮小と財源の連邦への集中，な

らびに連邦個人所得税率引き下げのための財源確保，という論理が内包され

ていることを明らかにすることで，結びとする。

先に指摘したように，財務省 Iと財務省Eとでは，それらに与えられた政

治的意味合いが大きく異なる。しかし理論レベルでそれらの州・地方税控

除廃止論を捉える場合には，同控除の廃止を正当化するために C.E. 

McLure， ]r.とR.A. Pearlmanによって同じ論理が展開されているので，

それらに含まれている財務省の州・地方税控除廃止論を特別に区別して考え

る必要はない。
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を合わせると限界税率が没収的な高さになるという理由から，升|・地方所得税控除の
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続を支持した。 U.S. House of Representatives， Committee on Ways and Means， 

Legislative History of H R. 8363， 88th. Congress， The Revenue Act of 1964， P. L. 88-272， Part 

3.， 89th Congress， 2nd. Session(1964). p.2556. B. D. Bil1man， Jr. and N. B. Cunn-

ingham，op. cit.， p.1116. 

1.財務省の州・地方税控除廃止論

財務省 1，財務省Eならびに財務省I作成でC.E. McLure， J r.とともに

最も中心的な役割を果たした R.A. Pearlmanの議会証言で補完しながら，

財務省の州・地方税控除廃止論を検証しよう。

( 1 ) 課税ベースの侵食と限界税率引き下げの必要性一課税制限の合理

性の喪失一

川|・地方税控除廃止の第 1の論拠は，チト|・地方税控除は連邦所得税ベース

の最も大きな侵食のーっとなっており，連邦個人所得税の限界税率を不必要

に高くしている，ということであ4:これは，それまで外卜地方税控除の存
続に対して与えられてきた根拠を否認する論拠となっている。財務省は，そ

の控除を租税経費と看なし，これが課税ベースに含まれれば，1988年度に

338億ドルの歳入をもたらすと見込んでいる(1985年4月の連邦租税経費の

推計額では，持ち家に対する財産税控除132億ドルとそれ以外の州・地方税
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控除312億ドルの計444億わか。このことは，他の課税ベース拡大措置とと

もに連邦所得税の限界税率の大幅な引き下げを可能にするだけでなく，州レ

ベルでの税率引き下げの余地を作り出す。なぜなら， 34州の所得税制は，連

邦個人所得税ベースへの付加方式をとっており (piggyback)，法人所得税

を持つ4側、lの多くが，連邦法人税の所得測定規則に依存しているために，課

税ベース拡大は，それらの州の個人・法人所得税収を増大させることになる

からであ本l:先に指摘したように，チト|・地方税控除は，連邦制度における財
政調整の役割を演ずるものとして正当化されてきた。しかし，それは，最高

税率が90%近くにあった時に，連邦と州の所得税を合わせた限界税率が100

%を超えることを防ぐために必要とされたのであり，財務省が提案している

現在の税率水準では，もはや税率制限の面からの正当化はできなペ企業や

個人の意志決定における税の考慮の重要性を減ずることで，成長へのインセ

ンティーヴを改善し，制度を簡素化することができるか否かは，現在の不必

要に高い限界税率を引き下げることに大きく依存しており，州、1.地方税控除

の廃止は，限界税率引き下げという税制改革全体の努力において必要不可欠

な要素である，と財務省は考えてい本l;

( 2 ) 公正

チト1.地方税控除廃止の第2の主張は，公正 (Fairness)である1;この主張
には地域聞の公正の問題と個人間の公正の問題が含まれている。

地域聞の公正。これは，税が高い州・地方政府と税が低い外|・地方政府と

の聞の連邦税負担の分配の査みであ芯 R.A. Pearlmanによれぷ)連邦税

制の枠内で升|・地方税控除が公正か否かを考える場合，無数の州・地方政府

の個々の租税政策によって控除水準が統制されていることを認識することが

重要である。控除のために，チト|・地方政府は，それ独自の租税政策を通して

その住民が支払う連邦所得税シェアに極めて重大な影響を及ぼすことができ

る。州・地方政府は，州・地方税によって財源調達されるサービスのタイプ
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の点で非常に多様であるので，この控除は，税が高い升|から低い州へ，また

一つの州内では，税が高い地方政府から低い地方政府に連邦所得税負担をシ

フトさせる効果をもっ。したがって，連邦税制に公正さを持ち込むには，連

邦所得税ベースは，様々な川、|・地方政府の租税政策に関係なく定義され，個

人が支払う州・地方税額とは無関係に，異なった行政区域(jurisdiction)

の個人を同様に取り扱わねばならない。このことによって，連邦所得税負担

の州間でのより均等な分配を作り出すことが可能になる。財務省は，連邦所

得税は個人に対して課されており，地域に対して課されているわけではない

ので，連邦所得税ベースを正確に測定するのに州・地方税控除は不必要であ

る，と主張しているのである。

個人間の公正。財務省Eは，州・地方税に対する現在の控除は，税が高い

州に居住している高所得者に偏った便益を与えているので不公正である，と

主張している。この主張には2つの側面が含まれている:一つは，項目別控

除者Citemizingtaxpayers)と非項目別控除者 (nonitemizingtaxpayers) 

の聞の税負担の不公平であり，今一つは，項目別控除者が居住する州・地方

の課税水準による税負担の不公平である。州・地方税控除は，項目別控除を

行う納税者だけに便益を与えている。 1986年税制改革法の審議において利用

可能であった当時の最新データによれば，)1983年度において全納税者の36.1

%しか州・地方税の項目別控除を行っていない。このことは，残りの63.9%

の納税者が州・地方税控除を利用できないこと意味している。また，調整粗

所得 (AG 1) 3万ドル未満の課税申告書では28%しか項目別控除を行わな

い一方で， 3万ドル以上の課税申告書では85.7%が項目別控除を行っていた。

さらに，全課税申告書の74.5%が， AG 1 3万ドル未満の階層から提出され

たものであるが，州・地方税控除額でみると，それらの階層による州・地方

税控除額は，全階層の控除額の15.2%を占めたに過ぎない。したがって，財

務省は，全納税者の約3分の lしか利用できず，その利用者の圧倒的多数が

高所得層である州・地方税控除を不公正である，と考えている。さらに，項
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目別控除者間では，州・地方税控除は，税が低い州に居住する納税者よりも

税が高い州に居住する納税者に有利に作用する。たとえば， 1982年度に一人

当たり所得で 6位と 7位で、あったワイオミング州とニューヨーク州を比較す

ると，ワイオミング州の項目別控除者は平均257ドルの税の節約額しか受け

取らなかったが，ニューヨーク州の項目別控除者は平均し292ドルの税の節

約額を受け取った。州・地方税控除は，全ての個人に対する税率をそれがな

い場合よりも高くするので，一人当たりの税の節約額の平均(1982年度で

106ドル)を上回る15の州に居住する納税者が，他の35の州に居住する納税

者を犠牲にして利得を得ていることになる。

(3) r税の累積 (taxon tax) Jの誤謬

州・地方税控除廃止の第3の理由は， I税の累積」という考えの誤謬であ

る:財務省は，ナH・地方税は「税の累積」を回避するために控除されるべき

であるという主張に対して 3つの理由をあげて反論している。

連邦の課税権の確保。「税の累積」という主張は，チト|・地方税控除の連邦

所得税ベースに対する効果を無視している:これには，課税ベースの定義に

関する統制権と連邦所得税負担の什|聞の平等性に対する責任の2つの側面が

含まれている。州・地方税控除の容認は，連邦の課税ベースの決定を統制す

る能力を州・地方政府に引き渡すことを意味する。州・地方税控除があれば，

州-地方政府は，それらの税を引き上げたり，新税を可決することによって，

連邦所得税収を低下させ得るので，連邦所得税ベースを事実上統制している

ことになる，と財務省は主張している。さらに，公正に関する主張で示した

ように，連邦政府は連邦個人所得税の負担が州間で均等に分配されるべきで

あると主張できなければならない，と財務省は考えている。州・地方税控除

は連邦所得税の負担を税が高い州カhら低い州にシフトさせているので，その

控除は，連邦所得税負担の州間での均等な分配を連邦政府が主張することを

不可能にしている。
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支払いの自発性。「税の累積」の主張は，川、|・地方税の納税は非自発的で

あり，また，州・地方税納税者は支払いの対価として何も受け取っていない

ので，州・地方税納税額は連邦課税から控除されるべきである，ということ

を示唆している。しかし財務省の主張によれば，どちらの理由づけも誤り

であり，チ|、|・地方税は，個人消費を示す公共財及び公共サービスと引き替え

に特定の行政区域の住民によって行われる自発的な支払いである， というこ

とになよ)なぜなら，納税者は，選挙過程や自分らにあった租税・財政政策

を行う行政区域に移動する能力一「足による投票」ーを通して，彼らが

支払う税に対する究極的な統制権を持っているからであり，税の見返りに公

的教育，上・下水道サービス，ゴミ収集のような重要な個人的サービスを受

け取っているからである。この点では，課税と公共サービスの水準に関する

州・地方税納税者による決定は，民間財の購入にどれだけ支出するかに関す

る個人的決定に類似している。また，警察，消防，司法・行政サービス，公

共福祉のようなサービスも，直接的か生活の質の向上という間接的な形態で，

州・地方税納税者に相当な個人的便益を提供してい悲したがって，財務省

は，川|・地方税の支配的な部分は便益と納税額との聞の直接的な相関を含ん

でいる，という立場をとっていることになる。実際，財務省 Iは，大部分の

升|・地方税は応益税であるという立場を明確にとっており，大部分の州・地

方税は，納税者に提供されたサービスの便益を反映させたものであり，その

限りでは，民間支出と同様に連邦の補助が州・地方政府の支出に与えられる

理由はない，と主張している。この財務省の州・地方税に対する見方は，そ

れは控除可能な非事業課税の範暗から除外されているサービスに対する使用

料である，ということである。財務省Eで，州・地方税を納税者の自発的な

支払いと述べる場合，それを民間財の購入のための支出と同じ範時に含めて

考えているのである。

二重課税の誤謬。州・地方税控除の廃止は税の累積を作り出すことになる

ので，控除は廃止すべきではないという主張に対して，個人所得税を課して
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いる43の州とコロンピア特別区のうち， 28の行政区域が連邦所得税控除を否

認し，法人所得税を課している46州のうち， 39の州が連邦所得税控除を否認

しているという現実のリ川升州‘{十刊lトH、i附|

大部分のリ川升州、{十刊iトH、肋liJカが3連邦所得税控除を否認しているという事実を用いて，州・地方

税控除の廃止は外国税額控除の容認と矛盾するという主張は，不適切なアナ

ロジーとして反論している。)外国税額控除は，主たる課税権 (primarytax-

ing authority)が所得が稼得される国に認められる源泉地原則を基本とする

国際課税制度の一部である。しかし，主たる課税権が一国に認められている

国際課税制度とは対照的に，アメリカの連邦制度は，同じ納税者と同じ所得

に税を適用する異なったレベルの政府から構成されている。したがって，重

複する国内の行政区域に支払われた税の控除は，二重課税の問題ではなく，

レベルの異なるそれぞれの行政区域がどの程度までそれ自身の課税ベースを

定義し得るかに関する問題である。この主張によれば，大部分の州は，まさ

に連邦所得税控除を否認することによって自らこの権限を主張しているので

あり，連邦政府がこの権限を主張し得ない理由はない，ということになる。

(4 ) 非効率な補助金

チl、|・地方税控除は州・地方政府に対する非効率な補助金である， と財務省

は主張している。

スピルオーバー効果。州・地方サービスの相当な便益が行政区域外に溢れ

出す場合にのみ，州・地方政府に対する一般的補助金が正当化されるが，大

部分の州・地方政府支出は，州・地方税控除がなければ大幅に過小供給され

るほど大きなスピルオーバー(溢れ出し)効果を持っていると考える理由は

全くない。したがって，高い連邦税率を維持し，州・地方税控除を容認する

ことによって，州・地方政府に隠れた補助金(implicitsubsidies)を提供す

る理由はない。また，特定のスピルオーバー効果が大部分の升|・地方政府に

存在することを認めたとしても，州-地方税控除は，スピルオーバー効果を
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伴う州・地方支出とそうでないものとの聞を区別しておらず，チ|、1.地方政府

に対する無差別な補助金となる。

非効率で不公正な補助。たとえ，州・地方支出に対する追加的な補助が望

ましくても，州・地方税控除を通した補助の提供は，費用効率的 (costef-

fective)でも公正でもない。平均して，州-地方政府は，控除のために失わ

れた連邦歳入の各1ドルにつき50セント以下しか得ていないし，さらに，州

・地方税控除は，高所得地域に低所得地域よりも高い水準の補助を提供して

いる。また，州・地方税控除は，使用料 (usercharges)の賦課に不利で，

より一般的な税の利用に有利なバイアスを作り出すことによって，州・地方

政府の歳入構成を歪めている。

州・地方支出に対する効果。州・地方税控除を支持する人は，その廃止に

よって州-地方政府が必要な歳入を調達することが困難になる，と主張して

いるが，財務省は，州・地方支出に対する州・地方税控除廃止の効果は極め

て小さい，と反論している。事実上，州・地方支出総額の約5分の lが，項

目別控除を請求されている税によって賄われているに過ぎない。全米都市連

盟 (NationalLeague of Cities)は，チト|・地方税控除の存在によって州・地

方支出は 2%高くなっていると推計し，議会調査局 (CongressionalRe-

search Service)は，チト|・地方税控除の廃止によって州・地方支出総額は

1.5%低下するに過ぎない，と推計している。これらの推計は，非項目別控

除者が州・地方の支出と課税の決定に対して統制権を行使しないと想定して

いるので，このことを考慮に入れれば，州・地方税控除の効果はより小さな

ものになる。

これまで財務省の州・地方税控除廃止論を概観したが，そこにはその主張

を引き出すための重大な想定が存在していることがわかる。すなわち，その

提案は理想的な財政連邦主義モデルに基づく連邦制度を前提している，とい

うことである。第 1に，課税ベースの拡大とそれによる税率の引き下げによ

って，それまで州・地方税控除の根拠となっていた課税制限の根拠が失われ
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ることをまず主張している。第2に，公正の主張では，連邦所得税は地域で

はなく個人に課されるので，課税所得の定義には，地域聞の税負担の公平性

への考慮、は不必要で、あることを主張し，税負担の個人聞の公正な分配に対す

る連邦政府の責任への外|・地方政府の侵害を強調することで，政府の所得再

分配機能が，連邦政府によって分担されるべきことを示している。第3に，

連邦政府が果たす所得再分配機能は，能力税の課税ベースを連邦政府が統制

することによって確保されることを主張した上で，財務省は，二重課税論へ

の反論と州・地方税の自発性を強調することで，それらの応益税としての位

置づけを行い，包括的所得税ベースにおける州-地方税の控除否認を正当化

している。第4に，州-地方支出による便益のスピルオーバー効果を基本的

に否認し，仮にその効果を否定し得ない場合でも，州、|・地方税控除の提供は

それらに対処する非効率な手段であると結論づけることで，応益課税の立場

から引き出される州・地方税控除の論拠を否定している。財務省は，理想的

な財政連邦主義と包括的所得税論を組み合わせることで，それまで州・地方

税控除に対して与えられてきた先の2つの論拠を否定し，州-地方税控除否

認に対する一義的な根拠を提出しようとしているのである。

(8) Treasury 1， Vol.l， op. cit.， pp.78-81， Treasury 1， Vo1.2， op. cit.， pp.62-68， 

TreasuryII， op. cit.， pp.62-69， Statement of R. A. Pearlman， Assistant Secretary(Tax 

Policy)， Department of the Treasury， Hearing before the Subcommittee on Intergovern-

mental Relations of the Committee on Governmental Affairs United States Senate， 99th 

Cong.， 1st. Sess. (June 26， 1985)， (以下， R. A. Pearlmanとする)， pp.36-56. R. A. 

Pear1manは，財務省 1，財務省Eの作成において C.E. McLure， Jr.とともに中心的

な役割を果たしており，彼の議会証言を財務省の州・地方税控除廃止論を補完するも

のとして扱っても問題はない。

(9) Treasury 1， Vol.l， op. cit.， pp.78， 81， Treasury 1， Vo1.2， ()ρ. cit.， p.63， Treasury 

II， op. cit.， p.63， R. A. Pearlman， op. cit.， pp.36-37， 50. 

(10) The Staff of the Joint Committee on Taxation， Estimates of Federal Tax Expenditures 

for Fiscal Years 1986-1990， (April12， 1985)， (以下， JC Tax Expenditureとする)， pp. 
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(11) Treasury 1， Vol.l， op. cit.， p.81. 

(12) ibid.， p.78. 

(13) R. A. Pearlman， op. cit.， pp.36-37. 
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(14) Treasury I. Vol.l， op. cit.， p.80， Treasury I. Vo1.2， op. cit.， p.63， TreasuryIL op. 

cit.， pp.62-63， R. A. Pearlman， op. cit.， pp.36-37， 50. 

(15) TreasuryII， op. cit.， p.63. 

(16) R. A. Pearlman， op. cit.， pp.36-37， 50. 

(17) B. D. Bi1lman， ]r. and N. B. Cunningham， op. cit.， p.1115. 

(18) R. A. Pearlman， op. cit.， tables 1， 2. 

(19) TreasuryII， op. cit.， p.63. 

(20)一人当たりの税の節約額の平均を上回る15の州は以下の通りである:ニューヨーク

州 (233ドル)，コロンピア特別区(198ドル)，メリーランド州(185ドル)，ニュージ

ャージー州(167ドル)，デラウエア州(162ドル)，カリフォルニア州 (155ドル)，マ

サチューセッツ升I(155ドル)，ミネソタ什I(150ドル)，ミシガンナH(144ドル)，ウィ

スコンシン升I(137ドル)，コネティカット州(135ドル)，オレゴン州(117ドル)，ハ

ワイ州(116ドル)，ロードアイランド州(116ドル)，ヴァージニア州(113ドル)，コ

ロラド州(110ドル)0 ibid.， pp.65， 68. 

(21) Treasury 1， Vol.l， op. cit.， p.78， Treasury 1， Vo1.2， op. cit.， pp.62-63， Treasury 

II， op. cit.， pp.63-64， R. A. Pearlman， op. cit.， pp.37-39， 50-51. 

(22) TreasuryII， op. cit.， p.63， R. A. Pearlman， op. cit.， pp.36-37， 50. 

(23) Treasury II， op. cit.， pp.63-64. 

(24) ibid. 

(25) Treasury 1， Vol.1， op. cit.， p.78， Treasury 1， Vo1.2， op. cit.， p.62-63. 

(26) Treasury II， op. cit.， p.64， R. A. Pearlman， op. cit.， p.51. 

(27) R. A. Pearlman， op. cit.， p.51. 

(28) TreasuryI， Vol.1， op. cit.， p.78， TreasuryII， op. cit.， p.64， R. A. Pearlman， op. 

cit.， pp.51-52. 

(29) Treasury 1， Vol.l， op. cit.， p.78. 

(30) TreasuryII， op. cit.， p.64. 

(31) ibid. 

(32) R. A. Pearlman， 0ρ. cit.， pp.51. 

(33) ibid. 
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2 .理想的財政連邦主義モデルと州・地方税控除

理想的な財政連邦主義のもとでは州・地方税控除は必要ない，という財務

省の結論は極めて明快である。しかし，そこでは，各レベルの政府の機能分

担に関して融合型 (marblecake type)の色彩が強いアメリカの連邦制の現

ポ迄分離型(layercake type)の理想的な財政連邦主義モデルと置き換える

ことで，包括的所得税論のもとでの州・地方税控除の取扱いとの整合性が図

られている。そこで，この章では，まず財務省が念頭に置いていると考えら

れるR.A. and P. B. Musgraveの財政連邦主義を中心に検討し，そこから

要請される税制を H.C. Simonsの包括的所得税論の枠組みの中で捉え直す。

なぜなら財務省 I.lI作成の責任者の一人である C.E. McLure， Jr.が包

括的所得税のもとでの州・地方税控除廃止を主張する場合，分離型財政連邦

主義モデルにおいて州・地方政府は応益税タイプの歳入調達手段を用いるべ

きであり，大部分の州・地方税は受益と密接に関係しているので，州、|・地方

税に対していかなる控除も認めるべきではない，という論法をとっているか

らである。

( 1) R. A. and P. B. Musgraveの財政連邦主義モデル

R. A. and P. B. Musgraveの理論では，政府は，配分機能 (allocation

function) ，分配機能 (distributionfunction)，安定化機能 (stabilization

function)の3つの機能を果たJ;そのうち州・地方税控除と関連して問題
となるのは，配分機能と分配機能をどのレベルの政府が分担するかである。

理想的な財政連邦主義モデルでは，行政区域を分ける境界が全くなく，私的

財の利用可能性が空間的に中立的である財政帝国 (Fiscalia)において，社

会財の便益が空間的に限定されているとすれば，個人は自分の社会財に対す

る選好に従い，混雑がないようにその配置を決定する。そして，等しい選好

をもっ共同体からなる財政的行政区域の組み合わせは， I足による投票」の
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過程からもたらされる。したがって，見えざる手は，それぞれのサービスの

財源を負担する各行政区域の住民をもっ最適な複数主体財政制度 (optimal

multi-unit fiscal system)に導くことになる。

この最適配分機能に基づく最適な複数主体財政制度の基礎となっているの

は，社会財の「便益の帰着の空間的制約 (spatiallimitation of benefit in-

cid肌 e)〉であり，この前提が，各政府主体への配分機能の割当てに中心的

な役割を果たしている。国防のような一部の社会財の便益の帰着は全国的な

ものであるが，街灯のような一部の社会財の便益の帰着は地理的に限定され

ているので，便益を共有する「グループ」のメンバーは地理上の特定地域の

住民に限られることになる。この場合，地方財 Oocalgoods)は地方で，地

域財 (regionalgoods)は地域で，国家的財 (nationalgoods)は中央で供給

される財政構造が要求されることになる。

また，社会的欲求の充足に関する選好が，同じ所得を有する全ての人の間

で同じとすると，ある所与の所得を持つ納税者は，どの行政区域に居住しよ

うと同じ連邦税を支払うと考えられる。他方，同じ所得を持つ納税者は，ど

の行政区域に居住するかに応じてその行政区域に異なった税額を納める。な

ぜなら，平均所得が行政区域間で異なっているだけでなく，異なった行政区

域の個人は，異なった水準や異なったパターンの公共サービスの提供を選択

するかもしれないからである。したがって， r等しい者の等しい取扱い」と
いう原則は，一行政区域内での等しい者の課税に関しては妥当するが，全国

レベルの全ての税負担に関しては当てはまらない。財政連邦主義の目的それ

自体は，様々な州(地域単位の代わりに用いられている)に生活する様々な

グループに公共サービスへの様々な選好を顕示させることであり，このこと

から必然的に課税及び公共サービス水準に差が出てくることになる。したが

って，全国レベルでの税負担の差は，このモデルでは誤りではなく，そうな

るのが当然なのである。そして，公共財に対する選好を明らかにする基本的

な方法は，政治過程(多数決投票)を通したものである。政治過程を通して
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公共財に対する消費者の選好が決定される方法を所与として，理想的な複数

主体財政制度は，投票及び便益に対する自発的支払いの双方を行う政治的有

権者と，便益が及ぶ地域を相関させるべきである，とそのモデ、ルは想定して

いるのである。

配分機能に関する分析は，便益の帰着が空間的に限定された社会財の多様

な提供が可能になるように，国家的財は中央で，地方財は地方で，地域財は

地域で提供する複数主体財政制度を要求したが，同じ主張が分配機能にも適

用可能であろうぷ:配分機能のモデルをそのまま適用すれば，複数主体財政

制度は，所得の平等もしくは不平等に関する様々な選好に合わせるのに役立

つ。すなわち，再分配を支持する人は，累進所得税と移転支出制度を持つ地

域に居住することを選好し，再分配を支持しない人は，公共サービスの財源

に応益税や人頭税を利用する地域に居住することを選好する。

しかし地域聞の移動可能性を考慮に入れると，このアナロジーは成り立

たなべ個人間の所得分配の調整が極めて僅かなものでない限り，地域的差

異は，個人の居住地や企業の立地の選定に影響を及ぼすことで，立地上の非

効率(Iocationalinefficiencies)を作り出す。また，富裕者は平等志向の地

域を去り，貧困者がそこに流入してくるので，地域による再分配政策は自己

崩壊 Cself-defeating)する。したがって，所得の刻みの上端における累進

所得税と下端における移転支出は，資本と労働の高度の移動可能性がある全

ての地域で均一でなくてはならず，それは，財政的再分配が中央政府の機能

でなければならないことを意味している。

さらに，所得分配の調整には，個人聞の分配の調整だけでなく，地域聞の

所得分配の調整の問題が含まれている。換言すれば，貧困地域の存在は，個

人間の平等化策とは別個の地域聞の平等化策を要求するか否か，ということ

であ£所得の利用は地域ではなく個人によって享受されるので，分配の問

題は，地域間ではなく個人間の分配に関係している。したがって，中央の政

策による高所得者から低所得者への直接的な所得移転政策を通して，個人間
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の望ましい分配状態が実現されている場合には，地域間の再分配政策が要求

されることはない。しかし，全国ベースに基づいて個人間の分配を調整する

中央の政策が適切に行われていない場合には，下位行政区域(州・地方)の

財政当局が，福祉，保健，その他の公共サービスのような再分配機能に対す

る責任を負わなければならなペこれらのニーズは地域の平均所得，したが

って，財政力が低下するにつれて増大するので，財政力とニーズとの聞の不

均衡は地域間で拡大し着実に悪化していく。そして，貧困地域の低所得者

は，低い公共サービス水準に直面する一方で，その地域の高所得者は裕福な

地域の高所得者よりも重い負担を負うことになるので，彼らはその地域を去

り，課税ベースは一層縮小する。したがって，この場合には，財政力の対財

政ニーズ比が高い管轄地域から低い管轄地域への歳入移転を含む地域間の財

政平等化策は，後者がその地域内の低所得者に追加的公共サービスを提供す

る能力を高めるよう作用することで，次善的な意味で個人間の平等化に寄与

する。

これまでの検討によって示されたように，理想的な財政連邦主義モデルで

は，配分機能は，様々な計画によって生み出される便益の帰着の空間的制約

に応じて，異なった政府レベル聞に割り振られる。この理想的なモデルでは，

特定の社会財が便益のスピルオーバーを伴う限り，中央政府は，地方政府へ

の特定定率補助金 (conditionalcategorical matching grant)を通してその

ような財の提供を補助することで，それによって生み出される便益のスヒ。ル

オーバー効果を最小化する。この場合，全員が個々の受益に応じた財源を賄

えるだけの受容可能な所得分配の存在を前提としているが，そうした理想的

な状態は自然、に出現するわけではないので，中央政府による個人間の再分配

政策が要求されることになる。したがって，中央政府は，国家的な便益を持

つ財の供給と同時に所得再分配に従事する一方で，下位政府は，その行政区

域の範囲内に便益が帰着する社会財を提供するに過ぎない。そして，このこ

とは，財政連邦主義モデルにおいて各レベルの政府が利用可能な税に制約を
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課すことになる。

( 2 ) 財政連邦主義モデルにおける税源配分と H.C. Simonsの包括的所

得税論

便益が帰着する地域に応じて財政構造を調整するという論理は，各個人は，

自分の選好に合う公共サービスの水準と組み合わせを，政治過程，究極的に

は， 1"足による投票」を通して設定し，各地域のメンバーは，その地域が提

供するサービスの財源を賄うべきである，ということである。このことは，

下位政府によって提供されるサービスの財源には地域的に限定された税が要

求されることを意味しており，下位政府レベルの全ての税は，受益に基づく

べきであるということを示している:なぜなら，個人が容易に移動でき，下

位政府が地方財もしくは地域財だけを提供するという理想的な世界では，便

益提供水準(課税水準)が，公共財や公共サービスに対する個人の選好水準

とその組み合わせに対応していなければ，個人は，その選好に合った資源配

分を行う地域に移動できるからである。

他方，連邦政府は，その便益が全国に及ぶサービスの財源として全国的な

ベースの税を課すが，理想的な財政連邦主義モデ、ルでは，このレベルの政府

だけが再分配機能に対する責任を負っているので，応益税に限定される必要

はない。所得再分配に関与する決定を行えば，個人が受け取る便益とかかわ

りなく，各人の支払い能力に基づく税を課すことができ，納税者がそれと引

き替えに受け取るサービスや財の水準に基づいてその税が査定される必要は
(50) 

ない。したがって，理想的な財政連邦主義モデルでは，連邦政府だけが所得

再分配の責任を負うので，支払い能力に基づく税を課す唯一の政府になり，

下位レベルの行政区域の政府は所得分配に従事せずに，資源配分機能だけに

責任を持つので，応益税だけを課すことになる。

理想的な財政連邦主義モデルから引き出されるこの結論は，再分配的な能

力税の連邦政府による実施と応益税の州政府による実施を主張した H.C. 
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Simonsの包括的所得税論と結果的に一致しており，財政連邦主義モデルの

中で連邦政府に要求される再分配的な税制を考える上で一つの方向性を示し

てくれる。便益の信頼できる推計が可能で，徴税の便宜が維持され得る税が

利用可能な場合には，応益的な課税に対して明確な支持が与えられる。しか

し，この根拠に基づいて正当化できない全ての税は，経済的不平等に対する

効果と等しい経済状況にある個人間の公正の観点から評価されねばならな

い。こうした考えから， H. C. Simonsは，彼の個人所得概念に基づく累進

所得税をすぐれた税制の中心に据えることを主張しているのであるiそして，
H. C. Simonsは，垂直的公平と水平的公平を実現する所得税の実施は州に

よって効果的に実施されることはないと考え，広範な行政区域を持つ連邦政

府によって実施されねばならない，と主張してい£なぜななら，行政区域

の広さから，州では効果的な管理と執行ができず，もし出来たとしても，管

理機構と管理活動の途方もない重複を伴い，裕福な個人を維持し，惹き付け

るための州間での激しい競争の危険性があるからであ£他方，州には不動

産税，特別課徴金 (specialassessment)，高速道路税，免許税の課税権が付

与されており，応益的な課税については基本的に州が課税することが適切と

考えられている。したがって，資源配分機能と所得再分配機能に関して R.

A. and P. B. Musgraveが考える財政連邦主義モデルから要請される税源配

分と基本的に同じものが H.C. Simonsの所得税論では考えられているので

ある。

この場合，州・地方税との関連から見た場合，連邦政府が実施する所得税

の課税ベースはどのように定義されるべきであろうか。 H.C. Simonsによ

れば，課税ベースとなる「個人所得は，当該期間における期首と期末の間に，

(1)消費に行使された権利の市場価値と (2)財産権の保有価値の増加との

代数的総和，として定義される。」)しかし， H. C. Simonsは，その所得定義

において州・地方税をいかに扱うかを明示的に展開していない一一彼の枠組

みでは州・地方税控除の余地はない-。したがって，この問題を理想的な
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財政連邦主義モデルの中で解釈し直すことが要求される。

実際の連邦所得税における課税所得の測定において，課税所得は納税者の

毎年の所得源泉によって測定されるが， H. C. Simonsの所得定義のもとで

は，以下のような基本的な等価性を想定した上で，源泉ではなく所得の利用

によって測定されるもし，納税者が市場で財貨・サービスを購入もしくは

消費するならば，受け取った価値は財貨・サービスに対して支払われた価格

に等しいので，所得の利用は所得の源泉に等しくなるはずであり，源泉と利

用のどちらのサイドでも，ある一定期間の所得尺度として利用できる。また，

H. C. Simonsの所得定義における所得は，帰属所得を含み，当該期間に消

費されるかそうでないものは必ず純資産を増加させる。

受け取った財貨-サービスの価値とそれらに対して支払われた価格の等価

性という H.C. Simonsの所得定義の意味を前提すれば，彼が想定している

州・地方税が，包括的所得税ベースのもとでいかに取り扱われるべきかが必

然的に導出される。先に指摘したように，彼が考えるどんな州・地方税取引

きにおいても，納税者は税を支払い，同じ納税者はそうした支払いに対して

特定の財貨・サービスを受け取る。すなわち，そこでは，租税と政府支出の

関係を自発的交換と全く同じように考えて，政府支出の便益をそれぞれの個

人に帰属させ，そうした個別利益に対応させて税負担が決定される，という

租税原則論における個別利益説が前提されている。この場合，税の支払いは，

消費や純資産の増加を意味するものではないので，課税ベースから差しヲ!か

れるべきであるが，納税者によって受け取られた政府支出の便益の価値は，

消費を意味し，課税ベースに含まれるべきである。したがって，支払い税額

が受け取った政府支出の便益に等しい個別利益説が妥当するケースでは，

H. C. Simonsの所得定義においてネットで川|・地方税控除が認められるこ

とはない。同様に， R. A. and P. B. Musgraveの理想的な財政連邦主義モデ

ルにおいては，連邦所得税の課税ベースから税を控除することは否認される

べきである。なぜなら，このモデルでは，税は社会的欲求の充足を目的とし
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た自発的な所得の利用と考えられねばならないからである。したがって，原

則的には，それらは私的欲求の充足のための他の自発的な所得の利用と同じ

であり，私的支出を控除する理由がないのと同様に，税についても控除する

理由はないことになる。

しかしながら，所得再分配機能が連邦政府に限定されることがなく，チト|・

地方政府が支払い能力に基づく税を課している場合には，連邦所得税の課税

ベース算定における川|・地方税控除の完全な否認は，個人を過大に課税する

結果に導となぜなら，チ|、卜地方税として支払った額の一部しか政府支出の

便益として受け取らないために，支払い税額と受け取った政府支出の便益の

価値との聞の等価性が崩れるからである。したがって，この場合には，州・

地方税控除は，州・地方政府から受け取った便益の範囲内に限って否認され

るべきであり， H. C. Simonsの所得定義のもとでは，支払い能力に基づく

州・地方税部分に対する控除は認められるべきである。
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3 .財務省の財政連邦主義と包括的所得税論の問題点

( 1 ) 財務省モデルと現実との誰離

理想的な財政連邦主義モデルのもとでは，州・地方政府は応益課税以外の

税を課すことはないので，州・地方税が個人の支払い能力を減少させること

はなく，支払われた税額は常に受け取った便益によって相殺され，そのネッ

トの効果は州・地方税控除が存在しないのと同じになる。しかし，財務省が

想定した財政連邦主義モデルにおける州・地方税控除廃止論は，財政連邦主

義モデルと現実との間にある大きなズレを具体的に検討することなく単に無

視することで，包括的所得税における州・地方税控除の否認を租税論の立場

から正当化する根拠を提供する役割を果たしている。そこで財務省が念頭に

おいた理想的な財政連邦主義モデルと現実との聞の論理整合性の観点から州

.地方税控除の問題を検討した B.D. Billman， Jr. and N. B. Cunninghamの

分析を中心に，現実と理想的な財政連邦主義モデルとの違いを考察しよう。

第1に，実際の州・地方政府は，公的福祉移転支出のような国家的性格を

持つ公共財及び公共サービスを提供することを余儀なくされている。例え

ば，州によって格差はあるが，平均で40%の資金を州が負担している児童扶

養世帯補助 (Aidto Fami1ies with Dependent Children: AFDC)が挙げられ

る。 R.A. and P. B. Musgraveの理想的財政連邦主義モデルでは，低所得支

援策を含む再分配的計画は，連邦によって全額資金調達され，均一に提供さ
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れねばならない。なぜなら，同モデルでは，分配に関する選好が全国民の需

要関数であるならば，所得分配に対する要求は全国的に動機づけられた要求

でなくてはならないからである。ところが，実際には連邦政府と州・地方政

府は， AFDCの供給-財政責任の役割を分担している。また，実現はしな

かったが， 1983年度予算教書で， Reagan大統領は，メデ、ィケイドの全責任

を連邦政府が引き受け， AFDCと食糧券配布計画の全ての責任を州に割り

当てることを提案し芯この福祉計画の責任の連邦レベルから州レベルへの

責任の転換は，再分配の問題は国家的な問題として最もうまく取り扱われる

という理想的財政連邦主義の論理だけでなく，財務省 I以降課税サイドで展

開された論理とも矛盾している。ここで指摘しておかねばならない重要な点

は，理想的な財政連邦主義と現実との議離という状況が，州・地方政府の住

民によって自発的に作り出されたものではない，ということである。 AFD

Cにみられるような公的福祉移転支出では，州・地方政府は少なくとも部分

的に国家的目標に応えてこれらの計画を設立したのであり， 1983年度予算教

書におけるAFDCと食糧配布計画の全責任の州政府への割当て案に，福祉

移転支出計画の非自発性が明確に現れている。

第2に， R. A. and P. B. Musgraveの理想的な財政連邦主義モデルでは，

特定の公共サービスの便益は，それを提供する行政区域の特定の空間に帰着

すると考えられている。しかし，州・地方政府は，その住民だけに公共サー

ビスの便益を及ぼす地方財を提供するわけではなく，その便益が当該行政区

域を超えて流出する (spi11over)公共サービスを提供する。)これらの公共

サービスを提供する行政区域にとっては，それは外部性を意味し，社会全体

としての資源の効率的な配分のためには，他の全ての外部性と同様に是正さ

れねばならない。自発的な交渉が行われ得る場合には，双務的な基準

(bilateral basis)に基づく調整によって是正が図られればよい。しかし，ス

ピルオーバーが，多くの行政区域に関係し，便益の流入・流出が相互に生ず

る場合には，特定の行政区域の活動に結びつけられた連邦政府による特定定
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率補助金を通して，そのような外部性の内部化が図られねばならい。その場
(66) 

合の補助率は，ネットの流出便益と地域内部に留まる便益との比率となる口

しかし，州-地方政府は，連邦の補助金なしにこうしたスピルオーバーを伴

う公共サービスを提供しており， 1983年度予算教書で提案されたReaganの

補助金見直し計画は，相当な整理を伴った条件付き補助金から一般的定額補

助金への移行を打ち出しd;このことは，理想的財政連邦主義におけるスピ
ルオーバーの連邦による是正機能を放棄することを意味している。したがっ

て，連邦が財政連邦主義モデルで果たす適切な役割を引き受けることなしに，

州・地方政府がそのモデ、ルで想定されている役割を演じると考えることは，

非現実的であり，不適切である。

第3に，州-地方政府は，その財源の一部を応益税ではなく，能力税に依

存しているということであ弐このことは，第 lで指摘した点とパラレルな

関係にある。州・地方政府が，福祉移転支出のような国家的性格を持つ公共

サービスの提供を余儀なくされている場合，これらのレベルの政府は税制を

通した所得再分配への関与を余儀なくされる。福祉移転支出が所得再分配を

達成する手段である以上，それらは，応益税を通して最も効果的に提供され

るものではなし亡したがって，州・地方政府は，それらの便益が及ぶ地域内

で公共財を提供するために応益税と能力税の双方に関係している， というの

が現実となっている:

第4に，個人の完全な移動可能性を想定することは非現実的である。 R.

A. and P. B. Musgraveが再分配機能を連邦の責任に割り当てた理由の一つ

は，先に指摘したように，個人の移動可能性であった。理想的財政連邦主義

モデルでは，全ての個人は当初，政治過程を通して公共財に対する自らの選

好を表明し，自分の選好と違った便益を供給する行政区域に居住することに

なっても， I足による投票」メカニズムを通して，自分の選好に適合した行

政区域に自由に移動することが可能である，ということが想定されている。

しかし，現実には，自分の選好からみれば過剰な公共サービスの便益を提供
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している行政区域に居住しでも，完全に自由に「足による投票」を行えずに，

その地域に留まることを余儀なくされる。このことは，過剰な公共サービス

の財源を賄うために，当該行政区域の政府に高い税を課すことを要求する。

「足による投票」メカニズムが完全に機能しない世界では，一部の個人にと

っては，その行政区域の全ての税は非自発的な性質を帯びることになる。

また，そうした税は，少数派を不満足な状態にしておく多数決投票ルール

によって決定されるので，他の政府に支払われた税の控除を否認することは，

少数派に課される困難を増幅し， 100%を超える税率を生み出す可能性があ

る。しかし，個人が，特定の場所の多数決に従うよりも，その財政社会

(fiscal community)を去り，別の社会に移る選択肢を持つ場合(足による投

票が行われる場合)には，ある特定の個人が，その人の選好と違った公共財

の便益と費用負担を強いる行政区域に居住していても，個人は，自分の選好

に合致する行政区域に自由に移動できるので，少数派が過重な負担を強いら

れる可能性はなくなる。もっとも，この足による投票の可能性は，移転費，

住宅事情，就職機会といった他の要因が入ることで弱まり，財政的考慮だけ

が決定要因になる場合に機能するという意味では，少数派に対する過重負担

の問題を完全に取り除くわけではない。すなわち，多数決による意志決定ルー

ルと移動可能性が低いことを前提とすれば，当該行政区域の公共財の供給パ

ターンやその水準と税負担に満足していない一部の住民は，便益を受けない

公共財や公共サービスに対する納税を余儀なくされる。こうした状、況は，住

民が支払った州・地方税と公共財や公共サービスから受け取った便益との聞

の理論的等価性という財政連邦主義の想定と矛盾していることになる。した

がって，完全な住民の移動可能性の前提が崩れると，州・地方税の一部は，

支払い能力税の形態を取らざるを得なくなる。このことを H.C. Simonsの

包括的所得定義から捉えれば，州、|・地方税の支払い税額と州・地方政府の財

貨・サービスから個人が受け取る消費タイプの便益の価値の等価性はなくな

り，州・地方税控除否認と受益の課税ベースへの包含との聞の論理的繋がり
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は断ち切られることになる。

納税額と受益額との聞の等価性の欠如は，納税額のうち受益に相当する部

分の正確な確定ができないことを意味している。この問題に対して政府が採

り得る解決策は，次の 3つである(1)納税額と受益との聞の関係が確認

できるケースを除いて，州・地方税控除を容認すること， (2)州・地方政府

の財貨・サービスから個人が受け取る消費タイプの便益に対する対価として

州・地方税の一定割合を位置づけ，その部分の控除を否認すること， (3)州

・地方税の支配的部分は応益関係によって規定されていると想定して，完全

に控除を否認すること。しかし，これらのどれも完全な解決策ではない。ブ

ループリントで採用された第 lの解決策では，リ十|・地方政府が提供する公共

財や公共サービスの個別利益が確定し得ない部分を全て，課税ベースから除

外することを意味し，個人の私的消費と比較して公共財や公共サービスの消

費を優遇することになる;第2の解決策を提案している].F. Dueは，売上

税と所得税納税額のうち調整粗所得の2%以下の部分を応益税部分として，

控除を否認することを主張しているが，それは，州・地方税の応益部分の確

定における恋意性を解決するものではなく，単に第 lと第3の解決策の折衷

策に終わっている。 1986年税制改革法の成立過程で上院案に採用されたもの

は，この解決策の変形である。財務省 I及び財務省Eで採用された第3の解

決策のもとでは，個人の支払い能力を低下させる税の支払い部分を連邦所得

税の課税ベースに包含することで，連邦政府は個人を不当に重課することに

なる。また，理想的財政連邦主義モデルからの訴離を議論した先の論点を前

提とすれば，この解決策のもとでは，目的の上で再分配的で，性質の上で非

自発的な州・地方税部分を無視することになる。

( 2 ) 財務省の州・地方税控除廃止論の問題点

財務省 Iから議会審議の過程で，財務省は，州・地方税控除を完全に否認

する第3の解決策を採用した。しかし，その背後には， R. A. and P. B. 
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Musgraveの理想的財政連邦主義モデルが前提されており，所得再分配機能

に対する責任の連邦政府への配分を強調し，州・地方税を応益税として特徴

づけることで，財務省は，州・地方税控除廃止論を正当化している。もし，現

実が理想的財政連邦主義モデ、ルを反映したものであるならば，財務省の州・

地方税控除廃止論には問題がない。しかし，この結論は，現実を具体的に検

証することなく，州・地方税が当該行政区域の住民が受け取る公共財や公共

サービスの便益以外のものにも基づいていることを単に否認し，行政区域間

の住民の移動可能性を想定することによって，引き出されたものに過ぎない。

(1)での議論を踏まえた場合，州-地方税の性質を応益税だけで説明し，

所得再分配機能に対する責任を連邦政府だけが負うものとする論理には無理

がある。所得再分配機能に対する責任を複数のレベルの政府が共有している

とすれば，リ十1.地方税控除の否認ではなく，支払い能力に基づく州・地方税

の全額控除を支持する逆の主張が成り立つことになる。実際に，財務省 Iを

公表する 7年前のフ、ループリントで，財務省はそうした主張を展開してい

る。その主張は，特定の個人が受け取った政府サービ、スの価値と彼によって

支払われた税額との聞に十分な対応関係がない，という事実に基づいている。

州・地方政府を自発的な集合体 (voluntarycollective units)とみなし，租

税と政府支出との関係を自発的交換と全く同様に考えることが可能ならば，

受け取った政府サービスの価値を各個人に帰属させ，その個別利益に対応さ

せて税負担が決定されているーすなわち，自発的な集合体へのメンバーに

よる支払いは，彼らによって受け取られた消費を測定しているーとみなさ

れる。したがって，州・地方税に対するあらゆる控除を否認することが正当

化される。しかし，州政府のようなより大きな集合組織になると，受け取っ

たサービスの個別利益と税負担との対応関係は希薄になる。この状況のもと

では，受け取ったサービスの価値を個人に帰属させる実際的な方法がなく，

完全な所得測定を行えなくなるので，集合的に提供される大部分のサービス

の価値は課税ベースから除外されることになる。「一般原則は，ナト|・地方政
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府への支払いと受け取られたサービスの価値の間に合理的な対応関係がある

場合を除けば，それらの支払いは課税ベースから除外されるべきである，と

いうことである;」このように，所得再分配機能を複数の政府主体が共有し

ていると考えられる場合，どの政府レベルが控除を提供するのが論理的に適

切かという問題と，課税ベースから除外されるべき州・地方政府への支払い

は何か， という 2つの問題が提起される。

先に指摘したように，財務省Eは，個人所得税を課している43の州とコロ

ンビア特別区のうち.28の行政区域が連邦所得税控除を否認し，法人所得税

を課している46升|のうち.39の州が連邦所得税控除を否認しているという現

実の州の慣行は.I税の累積」という批判と矛盾している，と主張している。

この財務省の批判を読み換えれば，大部分の州はそのような控除を持たない

ので，州・地方税は実際には支払い能力に基づいたものではなく，州、|が支払

い能力に基づいて税を課しているのならば，連邦所得税控除後の課税ベース

に基づいて課税が行われているはずである，ということになる。

納税者の支払い能力の純粋な測定という観点からすれば，財務省が主張す

るように，連邦と州・地方の双方のレベルで能力税の控除を認めることが要

求される。しかし連邦税制全体の公平性には連邦レベルでの控除だけで十

分であり，連邦での控除が存在しない場合にのみ州レベルでの控除が要求さ

れる。連邦と州の法定所得税率をそれぞれ fとSとすると，連邦レベルでの

控除の場合，連邦と州を合わせた実効税率は. f(l-s)+sであり，州レ

ベルでの控除の場合. s(l-f)+fである。また，控除が連邦と州の双方

のレベルで行われる場合の税率は.[f(l-s)+s(l-f)]1 (l-s f) 

となる。 s=0.1， f =0.5とすると，連邦レベルで、控除が行われた場合の連

邦と州を合わせた実効税率は0.55.州レベルで控除が行われた場合の実効税

率は0.55.連邦と外|の双方で控除が行われた場合の実効税率は0.53となる。

このことは，控除が連邦と州のどちらのレベルで行われようと実効税率には

違いがないが，双方で控除が行われる場合には，所得1ドル当たり 2セント
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だけネットの税が低下することを示している。また，州、|の歳入は，連邦での

控除の場合所得 1ドル当たり10セント，外|での控除の場合5セント，双方の

レベルでの控除の場合5セントとなる。したがって，連邦と州の双方が控除

を認めることの納税者にとっての利得は僅かであるが，汁|にとっての歳入損

失は相当なものになる。また，州レベルでの連邦の能力税の控除は，川|の歳

入に重大なコストを課すだけでなく，所得と富の全国的な分配の最終的な調

停者としての連邦政府の責任を想定する理想的な財政連邦主義モデルと矛盾

することになる七したがって，これらの連邦政府の責任を前提とすれば，連

邦所得税課税ベースの算定において州-地方の全ての能力税を控除すること

が，公平な多段階税制 (equitablemulti-level tax system)の基本的な要件
(86) 

となる。

したがって，どの州・地方税が能力税であり，包括的所得税ベースから控

除されるべきかを検討することが重大な政策上の問題となる。財務省 I及び

財務省Eがこの問題を無視して，理想的な財政連邦主義モデルとの整合性を

優先させたことは，それが依拠している包括的所得税論からの大きな逸脱を

意味している。その場合，チ|、|・地方税控除の妥当性は，そのような税の支払

いが他の私的利用と同様な自発的な所得利用と考えられるか，納税者自身の

所得の強制的な削減と考えられるかに依存している。前者のケースでは，控

除は不適切であり，後者のケースでは，控除は適切となる。この基準からす

れば，応益税的な性質を持つ税の控除は正当化されない。実際，連邦所得税

の始めから，川、|・地方政府によって提供される特定のサービスと直接関連づ

けられる使用料 (usercharges) -上・下水道サービスに対する料金やレ

クレーション及び文化施設の利用料一ーや特別課徴金 (specialassessm-

ents)一歩道や下水施設の建設のような財産の改善に対する課徴金ーは

一貫して控除を否認されてきた。戦後， 1964年歳入法(RevenueAct of 1964) 

で，アルコール税 (a1coholtaxes)，タバコ税 (tobaccotaxes)，自動車免許

料 (motorvehic1e license fees)，自動車保有料 (motorvehic1e operator' s 
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license fees)をはじめとするガソリン税以外の州・地方個別消費税に対す

る控除が廃止され，1978年歳入法(RevenueAct of 1978)でガソリン税(non-

business gasoline tax制に対する控除が廃止され点そして，こうした州

・地方個別消費税控除の廃止の背後にあった論拠は，主として，応益税的な

性質を持つ税の控除否認という原則と納税協力及び税務行政上の困難に基づ
(88) 

くものであった。

また，上と同じ基準に基づけば，ブループリントが主張しているように，

所得税の場合に控除を支持する主張は最も強くなる。所得税は，個人の利用

可能な所得を減ずる一般税であり，個人が公共サービスから受けた受益の対

価という直接的な関係はほとんどない。個人は公共サービスの便益を受け取

るが，その支払いに所得の私的支出への利用ほど裁量的性質は見い出せない。

納税者は，納税義務を負っており，投票権 (avote)を持っているが，拒否

権 (aveto)は持たなしとしたがって，州 地方所得税に対する控除は適切

と考えられる。課税ベースの尺度に基づく州・地方所得税控除のこうした正

当化に対して， J. A. Pechman， R. Goode， J. F. Dueは，課税制限の合理性

の面から州・地方所得税控除を正当化している。すなわち，連邦，チ|、1，地方

の所得税を合わせた限界税率が100%を超えるかそれに近づく危険性を減ら

し，行政区域間の税負担の格差によって作り出される経済的非効率を緩和す

る手段として，連邦所得税ベースの算定における州・地方所得税の控除を根
(90) 

拠づけているCしかし，財務省Iや財務省Eが主張しているように，連邦限

界所得税率の引き下げとともに，没収的税率を根拠とした州・地方所得税控

除の正当性は弱まった。この事実と州間租税競争の論理によって，財務省は，

従来州・地方所得税控除に対して与えられてきた根拠を否定しているが，そ

の際，理想的な財政連邦主義の論理にすり替えることによって，個人所得税

の適切な課税ベースの定義から見た川|・地方所得税控除の妥当性の検討を回

避している。

個人所得税ベースの定義から見た州・地方税控除の妥当性に関して評価が
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困難なものが，売上税と財産税に対する控除である。売上税の場合，消費者

は課税対象となる商品の購入を強制されていないという根拠に基づけば，同

税の控除を否認することが正当化される。しかし，課税対象が一般的である

場合には個人の選択に依存する度合いが低いと考えると，同税の控除は正当

化される。 C.E. McLure， Jr.， J. F. Dueは前者の立場をとり， R. Goode， R. 

A. and P. B. Ml時間eは後者の立場に立っていよまた，財産税はほぼ応

益税であるので控除は否認されるべきであるとする J.A. Pechmanを除け

ぷ)ほとんどの研究者は財産税を能力税と考え，能力税としての連邦個人所

得税ベースの定義の面から現行の財産税控除を評価している。たとえば，

R. A. and P. B. Musgraveは，財産税の大部分は教育やその他の支出に利用

されているので，その控除を応益税を根拠に否認することは困難である，と

主張していイ;また， G. F. Break， B. Bridges， Jr.，ブループリント， R. 

Goode， J. F. Due， C. E. McLure， Jr.は，持ち家や動産の帰属所得が課税ベー

スに含まれるならば，同税の控除は正当化されるが，含まれなければ，負担

の公平の観点から控除を否認することが適切である，と主張しているる。

個人所得税ベースの適切な定義という観点から引き出される結論は，政府

サービスの個別利益と負担との l対 lの対応に帰すことができる場合には，

控除は否認されるべきであり，控除は所得税，売上税，財産税のうちの所得

税に限定されるべきである，ということになる。実際，ブループリントはこ

の考えに厳格に沿ってモデ、ル的な包括的所得税案を構築している。しかし，

大部分の論者は，州、|・地方政府による税源選択における中央政府の中立性と

いう根拠からブループリント的な主張を退け，所得税，売上税，財産税の全

てに対する控除を認めるか否認するかのいずれかの立場をとるべきである，

と主張している。たとえば， R. Goodeは所得税と売上税に対する控除の存

続を主張しているが，所得税の控除だけを存続させることは州政府の税源選

択を撹乱するということをその根拠のーっとしてい£さらに， G. F. 

BreakやC.E. McLure， Jr.も，州・地方政府の税源選択における中央政府
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の中立性という観点から州・地方税控除の一貫した取扱いを主張している

が，前者は州・地方税控除の存続を，後者は升|・地方税控除の廃止を主張し

ている点で異なっている。

G. F. Breakとc.E. McLure， Jr.の結論の違いは，州・地方税が応益課税

か応能課税かに依存しており，究極的には租税原則論から引き出される応益

原則と応能原則に基づく課税方法の違いの暖味さの結果である，と考えるこ

とができる。政府サービスの個別利益と税負担との l対lの対応に帰すこと

ができない場合，政府支出による便益を一般的利益と解釈せざるを得ず，各

人が所有する資産，所得，消費支出を政府支出からのその個人の便益を表象

するものとみなして課税せざるを得ない。他方，能力説でも，個人の支払い

能力を測定可能な方法で定義することは難しく，個人が所有している資産な

のか，個人が稼得する所得なのか，個人が消費する支出なのかを一意的に確

定することは困難である。このことは租税原則における応益原則と応能原則

の相違が本質的に解消し，課税方法が近似することを意味している。このこ

とは所得税，売上税，財産税といった一般税を応益原則と応能原則の双方か

ら解釈することを可能とし，一意的な結論を理論的に引き出すことが不可能

であることを示している。したがって，州・地方の行政区域聞の納税者の極

めて自由な移動可能性という前提に基づいて，理想的な財政連邦主義モデル

を利用した財務省Iや財務省Eが，州・地方税が当該行政区域の納税者が受

け取る便益以外のものにも基づいているという主張を現実的根拠を議論する

ことなく単純に退けた根本的原因も租税原則論が持つ唆味さに起因するもの

であるである，と主張し得る。この結果，財務省 1，財務省Eは，個人所得

の適切な定義から州・地方税控除の問題を正面から取り上げるのではなく，

それまで州・地方税控除の根拠のーっとされてきた財政調整における州・地

方税控除の役割を否認する論理的帰結として，個人所得の適切な定義におけ

る州・地方税控除否認の正当性を引き出すことで，それまで州・地方税控除

に与えられてきた2つの根拠を否定する，という論法をとっているのである。
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4.むすび、にかえて

財務省 I及び財務省Eが理想的な財政連邦主義モデルに基づく税源配分か

ら引き出した州・地方税控除廃止論は，結論だけみれば， H. C. Simonsの

包括的所得税論と整合性を持つが，それぞれが想定している政府機能の配分

にはズレがある。最後に，この問題を検討することで財務省 I及び財務省 I

に暗示的に含まれている政策意図一法人関連税負担の全体的引き下げ，再

分配的支出責任の削減による政府の全体的規模の縮小，個人所得税率引き下

げのための財源確保ーを検討しておこう。

R. A. Musgrave and P. B. Musgraveの理想的な財政連邦主義は，再分配

的な歳入調達と支出責任の双方を連邦政府が果たすべき機能として割当てて

いるが， H. C. Simons は再分配的な支出責任の連邦政府への割当てを必ず

しも主張していない。 H.C. Simonsは，応益課税の州への配分だけでは現

在それらに割り当てられている支出責任を果たすことはできず，財政の深刻

な混乱なしに既存の所得税や相続税を州政府が放棄することはないとして，

連邦政府に集中される支払い能力に基づく個人税収の州政府との寛大な共有

を提案してい芯再分配的支出責任の連邦リ|・地方との分担という現実を

前提しているのである。この前提に立って，所得税と相続税を除けば，連邦

政府は分配を通して州政府の政策に影響を及ぼすべきではないので，個人税

収は無条件に共有されるべきであり，相対的な共有額を決定する規則は，管

理上の裁量的操作と将来の連邦議会による頻繁で大幅な変更を防ぐように提

案されるべきである，と H.C. Simonsは主張している。具体的には，支払

い能力に基づく税は，純粋に個人課税であるので，納税者が居住する住所に
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基づいて，各州は行政区域内の納税者数に応じて同税収の分配を受けること

になる。そして，各州に分配される所得税収を普通税と付加税の総額ではな

く，普通税収に限定することで，外|財源の変動を減じながら連邦歳入の伸縮

性を維持することを提案している?

H. C. Simonsがこうした提案を行った目的は，各州が同じ人的控除，同

じ税率の刻みを持つ税を課した場合に得られるのと同じ歳入の相対的分配を

実現し，州間で必要な均一性を強めることに加え，税の技術的な管理と執行

に関してのみ実質的な中央集権化を伴う取り決めを行う，ということであ

る。支出活動に対する完全な統制権を州政府に委ね，その歳入の大部分をそ

れ自身の税から賄う義務を事実上負わせることで，州政府の自律性と責任を

確保し，徴税の効率性から要請される集権化と分権化された支出の効率性と

の聞のトレード・オフを解決しようとしているしているのである。

以上検討してきたように， H. C. Simonsは管理と執行の面から再分配的

な税の連邦政府への集中を主張しているが，このことが連邦政府への財源の

集中を通して連邦への集権化の危険な手段-州を犠牲にした連邦の権限の危

険な増大ーとなることを認識していた。このことは， I州・地方政府の極め

て重要な性質の維持とより小さな行政区域に大きな自由と責任を残しておく

ことは，代議制政治 (representativepolitical institutions)を維持するのに

不可欠である」という彼の言葉に端的に現れている。支出活動に対する完全

な統制権を州政府に持たせ，連邦政府によって調達された所得税収を，彼の

包括的所得定義と整合性をもっ居住地課税原則によって，納税者が居住する

州政府に帰属させることで，意志決定，財源調達，執行を州政府に一元化し，

彼の課税案が持つ財源の集権化の危険性を回避しているのである。

これに対して， R. A. and P. B. Musgraveの理想的な財政連邦主義の観点

から州-地方税控除廃止論を提案した財務省Iや財務省Eでは，様々な支出

機能に対する責任の資金調達は各政府レベル間でいかに配分されるべきかと

いう問題を飛ばし，支出機能の配分は様々な公共サービスの地域的便益の帰
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着に応じて決定され，所得分配の調整に対する主要な責任は中央レベルにな

くてはならないと想定されている。この想定の背後には，州-地方税控除の

問題を個人所得の適切な定義を精微化するという観点から検討するのではな

しそれ自身の財源から歳入を調達しようとする州・地方政府の努力に対す

る補助という観点から州・地方税控除を捉えることを優先させるという意図

が含まれている， と考えられる。

州・地方政府への補助という観点から州・地方税控除を捉えた場合，チトト

地方税控除維持-租税競争緩和論と什|・地方税控除廃止-租税競争肯定

論の2つの対立する主張が引き出される。)下位政府の支出は当該行政区域の

住民に影響を及ぼしているが，地理的に可動的な要素(資本，労働)によっ

て賄われているという状況では，各行政区域はその地域の労働生産性や雇用

もしくはその双方を低下させる企業の流出を防ぎ，高所得者を惹き付けよう

とするので租税競争をもたらす。そして，このことは，下位行政区域による

支出を最適以下に抑制する。したがって，租税競争は回避されるべきであり，

租税競争を減ずる手段として州-地方税控除は適切である，ということにな

る。他方，州・地方政府の公共サービスの財源調達がそのサービスの便益を

正確に反映しているならば，州-地方税控除による租税競争の緩和という主

張は根拠を失う。なぜなら，そのような州・地方税控除の存在は，控除可能

な税を通して賄われた財貨・サービスの受益者/納税者にとってのコストを

引き下げることで，それらの過剰生産・供給を引き起こし，公共部門による

財貨・サービスの提供を促すからである。

この場合，州・地方税控除廃止-租税競争肯定論の立場を主張し得るに

は，州・地方政府によって提供される財貨・サービスの財源の多くが使用料

や応益税によって占められている，という前提が必要となる。 C.E. 

McLure， Jr.は，持ち家所有者に対する財産税が商業-産業用財産に対して

課される財産税よりも密接に公的教育の便益を反映しており，個人所得税と

売上税は州法人所得税よりも公共サービスの便益に密接に対応しているとし
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て，財産税，州個人所得税，売上税の応益税的性格を強調している。すなわ

ち，彼は，企業関連の州・地方税との対比で非事業関連の升|・地方税の応益

性を強調し，理想的な財政連邦主義モデルによる政府機能配分との整合性を

想定しているのである。しかし， C. E. McLure， Jr.による課税ベースが広

い個人税の応益税的性質の強調は，州、1.地方税の応益性が様々な税の聞の相

対的概念として考えられており，チ|、|・地方税控除の是非論が，州・地方政府

の財政制度が重大な所得分配を含み続けるべきか，応益説的な財政基準に接

近すべきかの価値判断に依存していることを示している。そして，課税ベー

スが広い個人税の応益的性質の強調を連邦全体の企業関連税負担の側面から

捉えると，財務省、の州-地方税控除廃止論の裏には，チ|、|・地方政府による課

税ベースが広い個人税への依存を促し，企業関連の州・地方税への依存を低

下させるという意図が隠されていた，と見ることが可能となる。

さらに，支出サイドでは所得再分配機能の州・地方政府との責任の分担を

志向してきた Reagan政権が，課税サイドでは連邦政府の再分配機能に対す

る責任への州・地方政府の侵害を強調したことの背後には，連邦レベルでの

赤字削減と政府規模全体の縮小という意図が隠されていた。再分配的な租税

の連邦への集中と連邦政府の再分配的支出政策のスリム化は，連邦の財政赤

字削減に貢献する。他方，州・地方税控除の廃止による州間租税競争は，川、|

・地方政府による再分配的政策の実施を困難にし，再分配政策の縮小の責任

を州・地方政府に転嫁しながら，全政府レベルの政府規模の縮小を実現する

ことを可能にする。それらを理論的に正当化するために必要とされたのが，

理想的な財政連邦主義モデ、ルに基づく各政府レベルの機能配分だったのであ

る。

このように個人所得の適切な定義という観点から税法を抜本的に見直す

という財務省 1，財務省Eの大枠とは別に，財務省が財政連邦主義の枠組み

の論理的帰結として州・地方税控除の否認を提案したことは，チ|、|・地方税控

除廃止案を巡る争点を包括的所得税のもとでの所得の適切な定義とは無関係
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な州間での連邦所得税負担の分配に集中させることになった。財務省は，川、l

-地方税控除が税負担が重い行政区域に有利に税負担を歪めており，連邦所

得税は個人に課されているので，連邦個人所得税ベースの正確な測定には，

各納税者が支払う州-地方税は関係なく，異なった行政区域の個人の支払い

能力に基づいて税を負担するのが適切である，と主張している。しかし，連

邦所得税が個人の支払い能力に基づいて課税されるべきならば，先に指摘し

たように，州・地方税が支払い能力に基づく限り，その控除が正当化されね

ばならない。しかし，このことは，その分だけ連邦所得税ベースを縮小させ，

限界税率の引き下げ幅に制約を課すことを意味する。財務省は，限界税率引

き下げの財源として州・地方税控除の廃止を正当化するために，理想的な財

政連邦主義と包括的所得定義を課税ベースの拡大という点で一致させる論理

を用いたのである。財務省が，財務省I及び財務省E作成に際して理想的な

財政連邦主義モデルと矛盾するとはいえ，支払い能力に基づく州・地方税は

包括的所得税ベースの一部ではないという事実を無視した理由も，この点に

あると言わねばならない。
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